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第１章 各種申請手続きについて 

１ 組合員資格取得届〈地方公務員等共済組合法 39 条、地方公務員等共済組合法施

行規程 93 条〉  

新採用職員、他の共済組合からの転入職員、再任用フルタイム職員（1年目）、フルタイムの会計年

度任用職員（1年目）、臨時的任用職員（1年目）は下記の書類を提出してください。 

■ 組合員資格取得届書（P.33） 

■ 人事異動通知書（辞令）の写し 

■ 住民票（謄本又は抄本）の写し 

※ 取得に時間を要する場合は、当該書類のみ後日提出可。 

※ 新採用職員、他の共済組合からの転入職員、フルタイムの会計年度任用職員、臨時的任用職員

は提出。 

■ 年金加入期間等報告書 （P.35）（問い合わせは年金班へ） 

  ※ 新採用職員、他の共済組合からの転入職員、フルタイムの会計年度任用職員、臨時的任用職員

は提出。 

提出上の注意 

■ 基礎年金番号は、必ず記入すること。 

※ 番号が不明な方は年金事務所で確認してください。 

■ 年金加入期間等報告書は、「なし」でも必ず提出してください。 

※ この場合、勤務先の欄に「なし」と表示してください。 

■ 会計年度任用職員のうち下記の要件に該当する者は、地共済に加入することになります。 

①任用が事実上継続していると認められる場合において、 

②常時勤務に服することを要する地方公務員について定められている勤務時間以上勤務した日が 18

日以上ある月が、引き続いて 12月を超えるに至った者で、 

③その超えるに至った日以後引き続き当該勤務時間により勤務することを要することとされているもの 

※令和４年 10月以降の短時間勤務職員の手続きについては、別途周知します。 

２ 被扶養者申告（認定・取消）〈法 55 条、規程 94 条〉 

新たに被扶養者に該当する者が生じたとき、又は現在被扶養者である者を取り消しするときは、被扶

養者申告書（P.38、P.42）と添付書類を提出してください。添付書類は、別表の「被扶養者申告書(認定・
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取消)に添付する書類」（P.29～32）をご参照ください。 

 

（１）被扶養者の範囲〈法第２条第１項第２号〉 

  次に掲げる者で主として組合員の収入により生計を維持する者は、被扶養者となります。 

ア 組合員の配偶者、子、父母、孫、祖父母及び弟妹、兄姉 

イ 組合員と同一世帯に属する三親等内の親族でアに掲げる者以外の者 

ウ 組合員の配偶者で届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者の父母及び子、並び

に当該配偶者の死亡後におけるその父母及び子で組合員と同一世帯に属する者 

※ イとウは同居を前提とします。 （例、組合員のおじ、おば、甥、姪等） 

※ 平成 28年 10月より、組合員の兄姉は、組合員と同居していなくとも被扶養者として認められます。 

 

（２）被扶養者として認定されない者 

ア その者について、その組合員以外の者が勤務先から扶養手当又はこれに相当する手当を受けている

者 

イ 年額 130万円以上の収入がある者。但し、その者の収入の全額若しくは一部が障害を支給事由とす

る給付に係る収入である場合、又は 60歳以上の者でその者の収入の全部若しくは一部が公的年金等に

係る収入である場合は、180万以上の収入がある者 

※ 60歳未満の公的な障害年金以外の年金受給者（遺族年金受給者等）は、収入上限額は 130万円と

なる。 

ウ 他の共済組合の組合員、健康保険、日雇保険又は船員保険の被保険者である者 

エ 組合員が他の者と共同して同一人を扶養する場合に、社会通念上その組合員から主たる扶養を受け

ていない者 

オ 75歳以上の者、または 65歳から 74歳の者で、一定の障害の状態にあることにつき広域連合の認定

を受けた者（後期高齢者医療広域連合の被保険者となる者） 
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（３）被扶養者申告書作成上の注意 

ア 扶養親族届（扶養手当認定）の手続きを先に行ってください。 

イ 所属所の事務担当者は、組合員からの被扶養者申告書を受理したときは、所属所の受付印を押

してください。（事由発生日に注意してください） 

ウ （ア）扶養手当「有」の場合の添付書類（普通認定） 

■「被扶養者申告書(認定)に添付する書類」の書類（写し可） 

（イ）扶養手当「無」の場合の添付書類（特別認定） 

■「被扶養者申告書(認定)に添付する書類」の書類（原本） 

エ 被扶養者の要件を備えた年月日、理由も必ず記入してください。 

例： 令和○年○月○日 採用（出生、離職、失業手当受給終了等） 

 

（４）夫婦共同扶養の場合における被扶養者の認定について 

ア 扶養手当又はこれに相当する手当の支給が行われる場合は、その支給を受けている者の被扶養

者として認定してください。 

イ 上記ア以外の場合は、夫婦双方の年間収入を比較し、組合員の年間収入が配偶者の年間収入

より多いとき、又は夫婦双方の年間収入が同程度であるときは、被扶養者申告書を提出した組合

員の被扶養者として認定することができます。なお、「同程度」の範囲については、「夫婦双方の年

間収入の差額が多い方の年間収入に対して１割以内である場合」とします。 

ウ 上記イの認定に当たっては、次に掲げる書類等により夫婦双方の年間収入を確認してください。 

■市区町村長発行の所得証明書（※源泉徴収票は不可） 

■確定申告書、収支内訳書等の写し 

■年金額を証する書類 
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（５）離職後の認定について  

離職により被扶養者の認定申請をするとき、下記の書類の提出も必要です。 

 

ア 雇用保険に加入していなかったとき 

■雇用保険申立書（P.66） 

イ 雇用保険受給放棄のとき 

■雇用保険申立書（P.66） 

■雇用保険被保険者離職票１及び２(共に写し可) 

ウ 雇用保険受給待機のとき 

（ア）手続きが済んでいる場合 

■「雇用保険受給資格者証」の写し 

（イ）手続きが済んでいない場合 

■離職表１及び２（共に写し可） 

（ア）（イ）共通 

■雇用保険申立書（P.66） 

エ 雇用保険（基本手当）受給中で、基本手当日額が 3,612円以上の場合は認定できません。 

オ 雇用保険受給終了のときは、「雇用保険受給資格者証」（支給終了年月日が確認できる面の写

し）を提出してください。 
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【 雇用保険受給の流れと被扶養者認定の可否 】 

 

 

（６）被扶養者申告書(認定)にかかる留意点 

ア 被扶養者の要件を備えている者が生じた場合に、その申告書が事実の生じた日から 30日以内

に提出された場合は、その事実が生じた日から認定され、30日を超えて提出された場合は、所属

所の受付の日から認定されます。 

認定日・支給期間等の例

雇用保険支給開始

（７月１１日）

雇用保険支給終了

（１１月４日）

離職の日（３月３１日）

離職の翌日（４月１日）

離職票交付

求職申込み・受給資格決定日

待機期間（7日間）

さらに給付制限期間（3ヶ月）

認
定
可
能

日額3,612円以上の場合

認定取消

（国民健康保険へ加入手続

きをする。）

要件を満たしていれば

１１月5日以降再認定可能
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※ 「30日」の起算日は扶養の事実が生じた日（例：子の出生日、結婚した日等）の翌日となり、

事実発生日の翌日から数えて 30日以内の間に、所属所長の受付日があるかどうかで判定し

ます。 

ただし、期間が午前 0時から始まる場合は、扶養の事実が生じた日が起算日となります。

（例：退職の場合は退職日の翌日が起算日） 

イ 年額 130万円とは、月額 108,333円、日額 3,611円（30日勤務として）となります。賃金が日額

で定められている場合は、勤務の形態に応じた月額換算します。 

ウ 保険会社の外交員、各種セールスマン又は日々雇用される者等のように収入月額の不安定な場

合で、採用された時点で判断することが難しいものについては、便宜的に３ヵ月の収入の実績によ

り、その平均月額が 108,333円未満かどうかにより判断します。（1,300,000円÷12月＝108,333

円） 

エ 給与所得外（不動産所得・農業所得・営業所得等）の収入のある者は、確定申告書・収支内訳書

等の写しを提出してください。（経費等の確認のため）総収入額から必要経費（税法上の必要経費

とは異なります（※21ページ参照）を控除した後の金額が、恒常的な収入となります。 

オ 他の共済組合から引き続き当共済組合の組合員となった者の被扶養者認定申告書に添付する

書類については、当該他の共済組合において交付された組合員証の写し及び当該他の共済組合

における認定後において収入及び同居要件等に関し変動がない旨の「被扶養者の継続認定に関

する申立書」をもって添付書類とすることができます。 

カ 18歳以上 60歳未満の者で、学生又は所得税法上の規定による控除対象配偶者、傷病による就

労能力のない者等を除き、通常稼働能力があるものと考えられるので、扶養事実、扶養しなければ

ならない事情を具体的に調査確認し、処理します。 

なお、恒常的収入が当該金額未満であっても主として組合員の収入による生計維持関係がなけ

れば被扶養者として認定できません。 

キ その他、共済組合が必要とする書類を要求する場合があります。 
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（７）被扶養者の取消申告 

被扶養者の取消事由が生じたときは速やかに申告し、氏名・事由・年月日が判断できる書類を添付し

てください。 

提出書類 

■被扶養者申告書(取消)（P.42） 

■取消事由等が確認出来る書類 

※ 「被扶養者申告書(取消)に添付する書類」（P.32）を参照 

■取消をおこなう被扶養者が所持している交付を受けたすべての組合員証等 

取消事由の例 

・就職（社会保険への加入）       ・扶養替え 

・収入超過（130万円超）        ・婚姻 

・公的年金の受給、改定（180万円超）  ・死亡（取消日は死亡日の翌日） 

・世帯1/3以上の送金無し（別居の場合） ・離婚（取消日は離職日の翌日） 

・他制度への加入（国民健康保険等）   ・雇用保険の受給（3,612円以上） 

 

（８）被扶養者取消申告にかかる留意点 

ア 被扶養者の資格喪失要件が生じたら遅滞なく、被扶養者取消の申告をしてください。 

取消は事由発生年月日まで遡及します。 

イ 75歳に達した被扶養者はその誕生日から被扶養者資格を喪失しますので、高齢受給者証を速

やかに返納してください（その際、被扶養者申告書(取消)の提出は不要です）。 

ウ 65歳から 74歳の方で、一定の障害の状態にあることにつき後期高齢者医療広域連合の認定を

受けた方は、被扶養者資格を喪失しますので、被扶養者取消申告をしてください。 

 

３ 国民年金第３号被保険者関係届〈国民年金法第 12 条第６項〉 

組合員の被扶養配偶者（妻又は夫）として認定されたとき、又は認定取り消しするときは、下記の書類

を提出してください。 
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（１）被扶養配偶者として認定された場合 

■国民年金第３号被保険者関係届（ P.59） 

（２）被扶養配偶者を認定取り消しした場合                                    

（収入超過・離婚、死亡による取消及び国外居住の被扶養配偶者を取消） 

■国民年金第３号被保険者関係届（P.59） 

※ 収入超過であっても社会保険（厚生年金）に加入するときは提出不要です。 

※ 第１号被保険者になった場合は、本人による市町村への届出も必要です。 

（３）被扶養配偶者が住所変更した場合 

■国民年金第３号被保険者住所変更届（P.60） 

（１）～（３）の記入上の注意 

※ 基礎年金番号は、必ず記入してください。（番号が不明な方は年金事務所で確認してくださ

い。無記入で提出しますと年金事務所から返戻されます。） 

※ 配偶者の氏名の欄は「組合員の氏名」 

※ 被保険者の氏名の欄は「被扶養配偶者の氏名」 

※ 届出人は「被扶養配偶者」 

※ 事業主等確認欄は「所属所」で記入してください。 

 

４ 組合員証等再交付申請〈規程 96 条〉 

 組合員証の亡失等により再交付が必要な場合は、下記の書類を提出してください。 

■組合員証等再交付申請書（P.46） 

※ 添付書類不要 

※ 組合員証等の再交付後に亡失した当該組合員証を発見したときは、直ちに共済組合へ返

納してください。 

５ 組合員証記載事項変更申告〈規程 95 条〉 

下記のいずれかに該当したときは、組合員証記載事項変更申告書及び添付書類を提出してくださ

い。 

（１） 住所変更の場合 



第２編 組合員証等について 

20 

■組合員証記載事項変更申告書（P.44） 

■住民票謄本 

（２） 組合員の婚姻による氏名の変更 

■組合員証記載事項変更申告書（P.44） 

※ 「金融機関指定口座」欄は、支店や口座番号に変更がない場合でも、氏名に変更があった

場合には必ず記載してください。 

■戸籍抄本 

※ 被扶養者の氏名変更も併せて申請する場合は、謄本を添付してください。 

 

 

６ 組合員異動報告〈地方公務員共済組合運営規則第 10 条〉 

組合員資格を喪失するときには、下記のとおり組合員異動報告書及び添付書類を提出してください。 

■組合員異動報告書（P.48） 

■交付を受けたすべての組合員証等 

■退職辞令の写し（年度途中退職者のみ） 

※ 異動年月日は事実発生日（退職日・任期満了日等）の翌日を記入してください。（他共済へ

転出・退職派遣の場合には人事異動発令日を記入） 
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第２章 退職後の医療（任意継続組合員制度）について 

 組合員が退職した場合には、何らかの健康保険制度に加入しなければならず、どの保険にするか

は、再就職の有無や再就職先等でことなります。 

 

※1 令和４年10月以降の再任用ショートについては 

地共済に加入することになります。 

1 

 

※２ アルバイト・県以外での短時間勤務・保険適用外事業所で 

健康保険の加入要件に満たない場合も含みます 

 

※２ 
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１ 任意継続組合員の資格取得 

退職の日の前日まで引き続き１年以上組合員だった者が、任意継続組合員になることを申し出て、納付

期限までに掛金を納付することにより、退職後２年間在職中とほぼ同様の短期給付を受けることができま

す。（休業給付及び保健事業を除く） 

■任意継続組合員になるためには、 

（１）退職の日から起算して 20日以内に申出書を提出 

  （３月末日退職者は、２月末日までに地共済必着） 

（２）納付期限内に掛金を納付する 

■留意事項 

（１）退職の日の前日まで１年以上組合員だった者が任意継続組合員になることができます。 

（２）４月１日採用者が、翌年の３月 31日に退職した場合は任意継続組合員になれません。 

 

２ 被扶養者認定について 

 退職日時点で認定されている被扶養者で、退職日以降も被扶養者の要件を満たしていれば、自動的に

認定継続となります。すでに認定されている被扶養者全員を認定継続する場合、手続き不要です。 

 ※ ６月以降すべての被扶養者を対象に、被扶養者の認定要件を満たしているか確認を行います。（他

の保険への加入の有無、収入、別居の場合は送金額など） 

   要件を満たしていない場合は、遡及取消となることもあります。ご留意ください。 

 

３ 任意継続組合員の資格喪失 

 任意継続組合員は、次のいずれかの事由に該当することになったときは、任意継続組合員の資格を喪

失します。速やかに、交付を受けたすべての「組合員証」等を地共済へ返還願います。 

（１）掛金を納付期限までに納付しなかったとき 

（２）他の医療保険の被保険者となってとき 

（３）任意継続組合員でなくなることを希望する旨を共済組合（支部）に申し出て、その申し出が受理された

日の月の末日が到来したとき 

（４）死亡したとき 

（５）任意継続組合員となった日から起算して２年を経過したとき 


